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提言の要約 
 

 

公的年金の報酬比例部分の支給開始年齢が引き上げられることにより、定

年退職後公的年金が支給されず無収入となる期間が生じる。 

これにより、６０歳以後の雇用と年金の接続を図るため、再任用のあり方

について検討する必要がある。 

 

 

現状分析 
 ☆再任用制度実施団体数は、増加傾向にある 

 ☆再任用職員数の推移は、常時勤務職員及び短時間勤務職員 

共に増加傾向にある 

 ☆再任用に伴い勤労意欲が減少する職員の存在がある。 

 ☆再任用職員のポストを確保すると新規採用職員の採用を抑制すること

が見込まれ、職場の新陳代謝が抑制される。 

 

 

 

課 題 
 ★再任用職員にどのような仕事を担当させるか。 

 ★退職前と同等の勤労意欲を維持させるにはどうしたらよいか。 

 ★再任用希望者の増加が見込まれる中で、どのようにポストを用意する

か。 

 

 

 

 

提言 
 ◎再任用職員の知識や経験を生かすことのできる職務に配置する。 

  ・ケースワーカーや家屋調査など経験を必要とする業務 

  ・地域活動のサポートを担う業務 

 ◎意識改革のため、再任用予定者に対して研修を実施する。 

 ◎早い時期から定年後のライフプランを意識してもらうため、早期自己

申告制度を実施する。 


